
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告

1 事業の成果

「ともに生きる、ともに歩む」を共通の理念に、全国の盲導犬訓練法人施設の連合体として、視覚

障害者が盲導犬を使用し自立と社会参加を図れるよう、広く盲導犬の普及啓発、相談、盲導犬無償

賞与への助成を実施した.

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【53,185】 千円)

定款に記
載された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

党 盃

対象
者
人数

事業費
(千円)

普及啓発
事業

。テ ユエツ 不
~ス

ター

い

つ

4

4月 1日～
3月 31日

9月、3月

4月 1日～
3月 31日

9月～3月

4月 1日～
3月 31日

7月

6月 1日～
3月 31日

・ 募霊箱設置
店
・ 公共施設等

・寄附者、関
係各所

・全国のスーハ
°…

店頭等

・全国のスーハ
°…

店頭等

0サホ
°―ター会

員、寄附・募
金箱設置協力
企業

旧員 4名

職員 2名

職員 4名

職員 4名

職員 2名

職員 2名

職員 2名

・ 硯見 陣習 首

・全国の市
民、企業や団
体等
・ 視覚障害者

・ 寄附・募金
箱設置協力企
業

・ 寄附・募金
箱設置協力企
業

・ 寄附・募金
箱設置協力企
業

洒]31
万人

約 31
万人

14,624

相談事業

0盲導犬賞与希望、入
店拒否、使用者相談、
事業者・市民相談など
173件を受付対応し、
具体的な解決を図つ
た。

へ の

4月 1日～
3月 31日

4月 1日～
3月 31日

・ 手務局相談
室

・事務局相談
室

旧員 4名

職員 4名

・ 硯見暉冒百
・ 全国の市
民、企業、団
体等

洒]31
万人

約9百
人

約 31
万人

594



資格認定
事業

した.

8月 1日～
3月 10日

・ ]:l練胞設を
認定審査会場
として学科・オン
ラインによる実技
審査を実施。オ
ンラインにて面接
を実施

‖員 3色
審査員
8名
面接員 3
名

・ 首辱天言厩
訓練施設職員
(受 験 者 10
名)

10雀 i

587

製曇請修
事業

0盲導犬歩行指導員等
資格認定審査申込者を
対象に、スクーリングとし
て、盲導犬育成シ

・
ャハ
°
ンセ

ミす―ヘオンラインでの参加及

の

2月 8日 ～

9日

①3月 3日
②3月 17日

0日 不
協会神
練センター

併用 )

①、②ともオンラ
インにて

臓 員 3者

職員 2名

・ 菌辱天育厩
訓練施設職員

0盲導犬育成
訓練施設職員

1016

・ 各
15名

262

使用者団
体相互協
力事業

0今年度は新型コロす禍
のため、全日本盲導犬使
用者の会 (団体賛助会
員)総会は行われず、サホ

°

―卜要員としての派遣は
行わなかった。

な し な し な し な し な し 10

情報交換
及びネッ
トワーク
構築事業

つ

4月 1日～
3月 31日

2月 8日～
9日

5月

0万ソフインOL」

・ 日本盲導犬
協会神奈川訓
糸東センター (オンライン
併用)

・事務局

旧員 4者
施 設職 員
8名

職員 4名

職員 4名

・ 呈国の百辱
犬使用者
・ 盲導犬育成
訓練施設
・ 盲導犬育成
訓練施設職員

・ 盲導犬育成
施設 11施設
等

縦19白
人

約
100
名 1,013

財政基盤
支援事業

・盲導犬育成訓練施設の
盲導犬無償賞与事業に
かかる費用の一部助成
を 18頭分行つた。

4月 1日～
3月 31日

・ 盲導犬育成
訓練施設

職員 2名 ・ 全国の盲導
犬使用者

約9百
人

36,000

調査研究
事業

・盲導犬育成訓練施設に
おける新型コロナウイ
ルス対策について調査
を行つた。

4月 ・ 盲導犬育成
訓練施設

職員 1名 ・ 全国の盲導
犬使用者

約9百
人

95

国際交流
事業

・ 新型コロナ禍のため、
今年度は行わなかつた。

な し な し な し な し な し 0

国彰事業
・ 今年度は行わなかつ
た。 な し な し な し な し な し 0



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【  0  】千円)

疋私 に記
載

された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

盲導犬ク
・

ッス
・

販売
事業

実施しなかつた。 な し な し な し 0



書式第 14号 (法第 28条関係)

令和 3年度 活動計算書 (その他事業が上五場合)

事 業 報 告 用

単位 :円

科 目 合計

正会員受取会費

97,80Ml,210

団体・ 寄附金
特別寄附金

Q233
息

法定福利費
退職金
退職給付費用

消耗什器備品費
消耗品費

702,204
3,169,010
3,211,800

113,097
4,996,687費

費
本
熱

製
光
料
金

刷
道
借
謝

印
水
賃
諸

136,

1,476,

315,

35,

10,
渉外費
田日

成助

料
費
成
費

数
託
育
伝

手
委
犬
宣

払
務
導
告

支
業
盲
広

362,842
1,732,648

36,000,000
352,000

酬
当

報
手

員
与

役
給

法定福利費
退職金

800,000
山』L二

20,279,982
7,816,785
12,106,515
57.600.928

97,004,210

6,233
6,Z3J

98 6104M

費
　
費

本
　
通

製
費
交

刷
議
費

印
会
旅

28,992
2,007

224,241

通信運搬費
消耗品費
水道光熱費
賃借料

112,

218,

136,311
1,476,600
245,172

2,978
56,263
15,479

271,500

リース料
租税公課
支払手数料
渉外費
業務委託費



資料費
広告宣伝費

９

０

匡
===コ ====コ

E璽璽亜回

監五塾工■IttII屁」

1 受取薔附彙
盲導犬育成施設の財政基盤確立支援事業寄附金
指定正咲財産運 用益 324

こZ型 324

32」

36_945_709

16_543_304



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

目国 合会

金  額 小 計・ 合 計

現金

普通預金

郵便振替

52,998
196,783,117
47,066,096

前払費用
仮払金

246,100
371,577

2
電話加入権 144,000

固定性預金
敷金
特定資産盲導犬無償貸与積立金

209,000,000
470,000

36,945,709

【A】 資 産 合 計 ①+② 491,079,597

ヨ‐-1 負  債
1部

未払金

預 り金

210,

425,558

636_12

退職給付引当金 14,728,919

ョ `lr =可}0+|
I T 餞 オ 産 の 蔀

前期繰越指定正味財産額 36,945,385

当

36,945,709

36_945.709

前期繰越一般正味財産額 422,225,544
16,543,304当期

・ 産  含  1

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 491,079・



16 28

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 全国盲導犬施設連合会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 取0法人

会計基準協議会)によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当事項はありません。

(2)固定資産の減価償却の方法
投資その他の資産 :洗い替え法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金 :職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に

発生していると認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末
自己都合要支給額に基づいて計算しています。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当事項はありません。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

事業費の内訳
事業費の区分は以下の通りです。

2

給与手当
法定福利費
退職金
退職給付費用
人件費計

2)その他経費
旅費交通費
通信運搬費
消耗什器備品費
消耗品費
印刷製本費
水道光熱費
賃借料
諸謝金
渉外費
雑費
支払手数料
業務委託費
盲導犬育成助成
広告宣伝費
リース料
その他経費計

科 目

101,896

260,000

15,700
10,000

44,00088,000

研修事業費 団体協力事業費

ｎ
Ｖ

Ｆ
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６
０
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2,569,034
240,665
52,175

9,006,758
956,871
117,394

2,838,366
314,160
39,131

498,504
15,890

4,268
52,821

27,810
70,516

3,123
15,880
54,525
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40,000
3,648
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特定非営利活動に係る事業
科 目

国際交流事業費 匿夏
=ヨ

合計

17.183

172,017
16,716

14.842

125,152
2,018

19,482,249
1,939,726
258,266

1.309.928
22_990.169458.316 808.558 205。 916 142.012

財政支援事業費 調査研究事業費

375,459
38,332

44_525

655,650
78,690
7,826

66_392

50,951

44,000
36,000,000

36.000.000 94.951
36_458.316 903.509

702,204
3,169,010
3,211,800

113,097
4,996,687

136,316
1,476,600
315,000

５

０
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０

６

４

０

４

４

０

０

７

０

０
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０

０

０

５

０

２

２

０

２

３

１

６

３

０

５

３

７

０

３

１

６３

(1)人件費
給与手当
法定福利費
退職金
退職給付費用
人件費計

(2)そ の他経費
旅費交通費
通信運搬費
消耗什器備品費
消耗品費
印刷製本費
水道光熱費
賃借料
諸謝金
渉外費
雑費
支払手数料
業務委託費
盲導犬育成助成
広告宣伝費
リース料
その他経費計

経常費用計

３

　

　

　

４

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

該当事項はありません

使途等が制約 された寄附金等の内訳

使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は475,714,557円 ですが、そのうち36,945,709円 は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は438,768,848円 です。

5.固 定資産の増減内訳

36,945,

合計

ｎ
ｖ
　
　

　

ｎ
Ｖ

Ａ
Ｕ

144,000

209,000,000
470.000

144,000

209,000,000
470.000

0 144,

0 209,000,

209_614.000

電話加入権
その他の資産

固定性預金

敷金

固定資産

備 考内 容 :

利息受取のため増加特定資産盲導犬無償

貸与積立金

合計

36,945, 324



6 借入金の増減内訳
該当事項はありません

役員及びその近親者との取引の内容
該当事項はありません

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な
事項
事業費と管理費の按分方法
・人件費については、各事業の従事割合に基づいて計算しています。
・賃借料、水道光熱費、電話代 通信運搬費、コピー・カウンター料他 印刷製本費、

倉庫保管料、業務委託費、広告宣伝費、リース料については、予め決められた
按分割合に基づいて計算しています。

その他の事業に係る資産の状況

7

8

13,210,702 1,518,217 14,



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 財産目録

事 業 報 告 用

全 1合会

単位 :円
金  額 ′1ヽ   1+ 合   計

1量産

52,998
196,783,117
47,066,096

243,902,211
244,519,888

246,100
371,577

617,677

244.519.888

その他流動資産
前払費用
仮払金

じ壼産合計 ・・・0

現金預金

現金

普通預金

郵便振替 口座

定資産

(1丁爾形固定贅産

144,000 144,000
14,000(2)~蕪形画更百西

電話加入権

209,000,000 209,000,000
246,415,700

470,000 470,000

2

246_550_7て 鴻

36,945,709 36,945,709

【́

固定性預金

敷金
特定資産盲導犬無償貸与積立金

ヨ書き合計 ②

(3)投資その百万面西

491,079,597【A】 資 産 合 計 ①+②

】 負 債 の 部
百 百

636,121

210,563 210,563

425,558 425,558

636.121壺 1 bi債合計

未払金

③
更百百

14,728,919
14,728,919

14,728,919

14ヽ 728_919

Ｆ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
申

２
　
　
　
　
　
日

退職給付引当金
職員

【1

15,365,040【B-1】 負 債 合 計 ③+④

475,714,557【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

:』 l |=|



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

昭各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

/~ヽ

鯉:ヲ
・監事

イノウI: :lキヒ] 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日丼上 幸彦

2

/~ヽ

で堕升監事
ハシモト テルオ 令和3年4月 1日

令和4年3月 31日

年 月

月

日

日年橋本 照夫

3

/~＼

Чヲ・監事
イトウ ノフ

・
カタ 令和3年4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日伊藤 信賢

4

/~ヽ

マ量ヲ蘭詈ヨ
タカハシ フ

・ンキチ 令和3年4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日高橋 文吉

Ｅ
Ｕ

/~＼

kl:ヲ
・監事

イトウ サンシ
・

令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年 月

月

日

日年伊藤 賛治

6

/~ヽ

マ:ヲ
。監事

ヒラヨシ カス
・
ノリ 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年

年

月

月

日

日平芳 ―法

7

/~ヽ

鯉ラ|・ 監事 ホリク
・チ :キヨタカ 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年

年

月

月

日

日堀□ 清隆

６
０

{理割
ヽ_ノ

監事
すカムラ ヒロフミ 令和3年 10月 28日

令和4年 3月 31日

年 月

月

日

日年中村 博文
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書式第 4号 (法第 10条 0第 28条関係 )

設立・事業報告

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

氏   名

1

(公財)北海道盲導犬協会

会長

伊 藤 信 賢

2
(公財)東日本盲導入協会

理事長
高 橋 文 吉

3
1公財)日本盲導犬協会
理事長
丼 上 幸 彦

4
(社福)中部盲導犬協会

理事長
伊 藤 賛 治

5
(公財)関西盲導犬協会

会長

平 芳 ― 法

6
(社福)日本ライトハウス

理事長
橋 本 照 夫

7
(社福)兵庫盲導犬協会

理事長
堀 □ 清 隆

8
(公財)九州盲導犬協会
理事長
中 村 博 文

3
全国盲導犬施設連合会

事務局長
篠 田 林 歌

10 和 田 孝 文


